
一般競争入札を行いますので，京都市上下水道局契約規程第７条の規定に基づき，次の

とおり公告します。 

  平成２５年１２月２６日 

京都市公営企業管理者     

上下水道局長 水田 雅博   

１ 一般競争入札に付する事項 

  調達件名 

電力の供給 

  特質，予定使用電力量等 

入札説明書及び仕様書（以下「入札説明書等」という。）のとおり 

  契約（供給）期間 

平成２６年４月１日午前０時から平成２７年３月３１日午後１２時まで 

  需要施設 

   京都市上下水道局本庁舎 

   京都市上下水道局琵琶湖疏水記念館 

  需要施設の業種及び用途 

   官公署（事務所及び博物館） 

２ 参加資格に関する事項 

  この公告に係る競争入札に参加できる者は，次に掲げる条件を全て満たす者で，競争

入札の参加資格があると認められた者とする。 

  一般競争入札参加資格確認申請書を提出しようとする日（以下「申請日」という。）

において京都市上下水道局契約規程（以下「規程」という。）第６条第１項に規定す

る一般競争入札有資格者名簿に登載されている者（以下「登録業者」という。）であ

ること。 

  一般競争入札参加資格確認申請書の提出期限の日から参加資格確認までの期間に，

京都市上下水道局競争入札等取扱要綱（以下「要綱」という。）第２７条第１項の規

定に基づく競争入札の参加停止の期間が含まれていないこと。 

   電気事業法第３条第１項の規定により一般電気事業の許可を受けている者又は同法

第１６条の２第１項の規定により特定規模電気事業の届出をした者（以下「特定規模

電気事業者」という。）であること。 



   特定規模電気事業者にあっては，入札に参加しようとする需要施設に要する予定使

用電力量の供給に十分な電源を確保していること。 

なお，今回の電力調達に係る入札では，他の電気事業者から必要な電力の一部を購

入することもできるものとする。 

   入札に参加しようとする電気事業者が，供給約款を定めている場合にあってはその

供給約款が，供給約款を定めていない場合にあっては電力の供給条件が，一般電気事

業者が電気事業法第１９条第１項の規定により経済産業大臣の認可を受けた供給約款

に準じた内容のものであること。 

  平成２６年１月１５日（水）午後５時までに，京都市環境政策局地球温暖化対策室

に「京都市環境に配慮した電力の調達契約評価項目報告書」（以下「報告書」という。）

を提出し，かつ，参加資格の確認の日までに「京都市環境に配慮した電力の調達契約

評価基準」を満たしていると認められた者。 

  本件入札に参加しようとする個人，法人の代表者又は個人若しくは法人の代表者の

委任を受けた者が，本件入札に参加しようとする他の代表者等と同一でないこと。 

３ 入札説明書等及び一般競争入札参加資格確認申請書等の交付方法 

 入札説明書，一般競争入札参加資格確認申請書及び仕様書については次のとおり交付

する。 

  交付場所及び問合せ先 

〒６０１－８００４ 京都市南区東九条東山王町１２番地 

京都市上下水道局本庁舎１階 

京都市上下水道局総務部用度課 

（電話 ０７５－６７２－７７２８） 

ホームページアドレス 

   http://www.city.kyoto.lg.jp/suido/category/174-4-0-0-0-0-0-0-0-0.html 

  交付期間 

この公告の日から平成２６年１月１５日（水）まで（京都市の休日を定める条例に

規定する本市の休日（以下「休日」という。）を除く。）の午前９時から午後５時まで

（ただし，正午から午後１時までを除く。）とする。 

  交付方法 

   の場所にて無償で交付する。 



  なお，入札説明書及び一般競争入札参加資格確認申請書については， のホームペ

ージにも掲載する。 

４ 入札方式及び競争入札の参加資格の確認手続等 

  入札方式 

   京都市電子入札システムによる入札は，次のア又はイのいずれかの方法による。 

  ア 電子入札コアシステムに対応している認証局が発行したＩＣカード（本市に提出

済みの「使用印鑑届」と同一人のもの又は受任者がいる場合には受任者のもので，

かつ落札決定の日時までの間において有効であるものに限る。）を取得したうえで，

京都市電子入札システムへの利用者登録を行っている者が，インターネットを利用

して入札データを送信する方法（以下この方法により入札する者を「インターネッ

ト利用者」という。）。 

    なお，インターネット利用者は入札データを送信しようとする日までに京都市電

子入札システムへの利用者登録を行っていなければならない。 

  イ 入札端末機利用者カード（規程第８条第４項に規定する入札端末機利用者カード

をいう。）の交付を受けている者が，京都市上下水道局用度課（以下「用度課」とい

う。）に設置する入札端末機（規程第８条第２項に規定する入札端末機をいう。以下

同じ。）を使用することにより入札データを送信する方法。 

  参加資格の確認の申請手続 

入札に参加しようとする者は，次に掲げる書類（以下「申請書類」という。）を添

付のうえ，京都市電子入札システムへ送信し，入札参加資格について審査を受けるこ

ととする。 

  ア 一般競争入札参加資格確認申請書 

イ 履行実績調書 

   (ア) ２ から までに掲げる条件に関する書類等 

   (イ) ２ の報告書については，京都市環境政策局地球温暖化対策室に提出すること。 

提出方法ほか，詳細については同室の指示に従うこと。 

〒６０４－８５７１ 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

京都市役所西庁舎３階 

京都市環境政策局地球温暖化対策室 

電話 ０７５－２２２－４５５５ 



   申請書類の提出方法 

  ア 提出期限 

この公告の日から平成２６年１月１５日（水）午後５時まで 

  イ 提出場所 

    ３ の場所 

    なお，郵送により申請書類を提出する場合は，書留郵便とし，平成２６年１月１

５日（水）午後５時までに３ の場所に必着することが条件となる。 

   参加資格の確認の通知 

   申請書類の受領後，競争入札の参加資格の確認を行い平成２６年１月２1日（月）

に，確認結果を電子メールで送信するので，京都市電子入札システムにより確認する

こと。 

  参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

ア 参加資格がないと認められた者は，京都市公営企業管理者上下水道局長（以下「管

理者」という。）に対し，書面により競争入札の参加資格がないと認めた理由の説明

を求めることができる。 

なお，当該書面は，平成２６年１月２3日（木）までに，３ の場所に提出する

こととする。 

イ 管理者はアによる説明を求められたときは，平成２６年１月２９日（水）までに

説明を求めた者に対し，書面により回答するものとする。 

   参加資格の確認の取消し 

参加資格があると認めた者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは，

管理者は による通知を取り消し，改めてその旨を通知する。 

ア 競争入札参加資格の確認後，落札決定の日時までに，規程第３条に規定する一般

競争入札参加者の資格を喪失したとき。 

イ 競争入札参加資格の確認後，落札決定の日時までの期間に，要綱第２７条第１項

の規定に基づく競争入札の参加停止措置を受けたとき。 

ウ ア及びイに掲げるもののほか，この入札に参加する者に必要な資格を欠くことと

なったとき。 

エ その他管理者が特に入札に参加させることが不適当であると認めたとき。 

５ 入札期間及び開札日時 



   入札期間 

   平成２６年２月４日（火），５日（水）及び６日（木）の午前９時から午後５時まで 

  開札日時 

平成２５年２月７日（金）午前９時から開札し，落札者を決定する。 

なお，落札者に対しては，落札結果を電子入札システムにより確認するよう電子メ

ールを送信する。 

  入札の執行結果の公表 

   入札の執行結果は，決定後，上下水道局ホームページにおいて公表し，併せて３ 

の場所で閲覧に供する。 

６ 入札方法 

  入札は，上記１ に掲げる需要施設ごとに行う。 

  契約の締結は，単価契約により行うので，入札に当たっては，基本料金，月別の電

力量料金などの契約単価を設定することを条件とする。 

  落札の決定は， による契約単価に基づいて算定された，契約期間に係る電気料金

の総額の比較によって行う。 

   なお，この電気料金の総額には，電力の供給に必要な一切の諸費用を含めるものと

する。ただし，再生可能エネルギー発電促進賦課金（太陽光発電促進付加金を含む。）

及びアンシラリーサービス料金については，含めないものとする。 

   落札の決定に当たっては，入札書に記載された金額（電気料金の総額）に当該金額

の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は，その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので，入札者は，消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もっ

た契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

   入札の前に予定価格を公表するが，入札の前に入札参加者の数又は商号（法人にあ

っては名称）の公表は行わない。 

７ 落札者の決定方法 

  予定価格の制限の範囲内で，最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

８ 入札の無効 

  規程第１２条各号（第３号を除く。）に定めるもののほか，虚偽の申請により参加資格



があると認めた者が行った入札は，無効とする。 

９ 予算不成立の場合の無効 

  本件調達に係る予算が成立しないときは，この公告は無効とする。この場合において，

本件調達のために行った準備行為等に係る費用が既に発生していても，落札者は，その

費用を京都市に請求することはできない。 

10 その他 

  この手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨とする。 

  入札保証金及び契約保証金 免除 

  契約書作成の要否 要  

  詳細は，入札説明書等による。 

  この調達に係る予算が成立しないときは，この公告を無効とすることがある。 

  本公告に関する問合せ先は，３ に掲げる場所とする。 

（上下水道局総務部用度課） 


